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・当資料に記載されている個別の銘柄・企業名については、あくまでも参考として申し述べたものであり、その銘柄又は企業の株式等の売買
を推奨するものではありません。
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・投資頂くお客様には以下の費用をご負担いただきます。
○申込時に直接ご負担いただく費用：申込手数料 上限 4.32%（消費税等相当額抜き4.0%）
○換金時に直接ご負担いただく費用：信託財産留保金 上限 1%
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ファンドに係る費用・税金の詳細については、各ファンドの投資信託説明書（目論見書）をご覧ください。

ご注意）上記に記載しているリスクや費用項目につきましては、一般的な投資信託を想定しております。
費用の料率につきましては、フィデリティ投信が運用するすべての公募投資信託のうち、徴収する夫々の費用における最高の料率を記載して
おりますが、当資料作成以降において変更となる場合があります。投資信託に係るリスクや費用は、夫々の投資信託により異なりますので、ご
投資をされる際には、事前に良く目論見書や契約締結前交付書面をご覧下さい。
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金融商品取引業者

退職者
8000人
アンケート
2015

ウェブアンケート調査
回収数8,630人（有効回収率 11.8%）

フィデリティ退職・投資教育研究所では
2015年1月29日から2月10日の期間に
退職金をもらった男女を対象に退職金に
関するアンケート調査を実施しました。

調査対象年齢60～65歳

男性7,946人（92.1%）、女性684人（7.9%）
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